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はじめに 

本ニュースレターでは、法律・規則等の改正・制定情報や日系企

業様に関係するインド法の概要を紹介させていただきます。今月号

では、5月の法律・規則等の改正・制定情報とインドにおける製造

物責任についてご紹介いたします。 

本ニュースレターの受信者の皆様にとって関心のあるテーマのご

要望がございましたら、tomohirom@tny-legal.com までご連絡頂けま

すと幸いです。 

 

インドにおける製造物責任について 

 

 製造物責任（product liability）とは、製造物に欠陥があり、それによって被害が生じた場合に、当

該製造物を製造した者に損害賠償責任を負わせるというものです。 

 インドにおける製造物責任については、2019年消費者保護法（Consumer Protection Act, 2019。以下

「消費者保護法」といいます）が定めています。 

 

1. 消費者保護法における製造物責任 

 消費者保護法は、製造物責任（product liability）を、製造物またはサービスの製造者または販売者

が、製造または販売された製造物またはサービスの欠陥（defect）によって消費者に生じた損害を賠償

する責任であると定義しています（消費者保護法2条（34））。この点、欠陥(defect)とは、法律また

は（明示・黙示を問わず）契約に基づき維持することが求められている、または、当該製造物について

事業者が主張している品質、数量、効力、純度、基準等に関する不備をいいます（消費者保護法2条

(10)）。 

 各事業者は、以下の場合に賠償責任を負うことになります（消費者保護法84～86条）。 

 

製造物製造者 

（product manufacturer） 

製造物に関連するサービス 

の提供者 

（product service 

provider：） 

製造物販売業者 

（product seller） 

① 製造物に製造上の欠陥が

ある場合 

② 製造物に設計上の欠陥が

ある場合 

① 提供したサービスが、現

行法、契約、その他の規定に

基づき求められる品質、性

質、履行方法において、欠陥

① 損害を引き起こした製造

物の設計、試験、製造、包

装、またはラベル表示につい

て実質的な支配力を行使して
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③ 製造仕様からの逸脱があ 

る場合 

④ 製造物が明示的な保証に

適合していない場合 

⑤ 製造物に損害を防止する

ための適切な使用方法の説明

または不適切な使用や誤った

使用に関する警告が含まれて

いない場合 

 

 

 

等があった場合 

② 作為・不作為、または、

故意・過失による情報隠蔽に

より損害が発生した場合 

③ 損害を防止するための適

切な指示または警告を発しな

かった場合 

④ サービスが明示的な保証

または契約条件に適合してい

なかった場合 

いた場合 

② 製造物を変更または修正

し、当該変更または修正が損

害を引き起こす実質的な要因

となった場合 

③ 製造物製造者による明示

的な保証とは独立して、製造

物について明示的な保証を行

ったが、当該製造物が製造物

販売業者の明示的な保証に適

合していなかった場合 

④ 当該製造物の製造物製造

者が不明であるか、または判

明していても、通知、訴状、

令状の送達が当該製造物製造

業者に対して実施できない

か、またはインドで施行され

ている法律の対象とならない

か、または制定された、また

は制定される予定の命令が当

該製造物製造業者に対して執

行できない場合 

⑤ 当該製造物の組み立て、

検査、または保守において合

理的な注意を払わなかった、

もしくは、当該製造物の販売

中に、製造物に関連する危険

性または適切な使用に関する

製造物製造業者の警告または

指示を伝えず、かつ、当該不

履行が損害の直接の原因であ

った場合 

 

2. 中央消費者保護局 

 消費者保護法の下、規制当局として中央消費者保護局（Central Consumer Protection Authority）が

設立されています。 

 中央消費者保護局は、不公正な取引慣行の調査やリコールを命じる権限等を有しています。 

 

3. 消費者紛争救済委員会 

 消費者保護法の下、消費者関連の紛争を迅速に処理できるよう、専門的な準司機関として消費者紛争

救済委員会（Consumer Disputes Redressal Commission）が中央、州、地方レベルで設立されています。 

 地方委員会の判断に不服があれば州委員会に不服申立てができ（消費者保護法47条）、州委員会の判

断に法解釈上の問題があれば国家委員会に不服申立てできる（消費者保護法51条）仕組みとなっており、

国家委員会の判断に不服がある場合には更に最高裁へ上訴できる（消費者保護法67条）仕組みとなって
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います。 

 

2025年5月に発出された主な法令やガイドライン等の情報（5月1日～5月31日） 

 
Issue 

Date 

 

Title 

Issuing 

Ministry 

May 1 Securities Contracts (Regulation) (Stock Exchanges and Clearing 

Corporations) Regulations 2018, amendment 

 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 2 Measure for Ease of Doing Business- Facilitation to SEBI registered Stock 

brokers to undertake securities market related activities in Gujarat International 

FinTech city- International Finance Services Center (GIFT-IFSC) under a 

special business unit. 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 5 Securities and Exchange Board of India (Issue and listing of securitized Debt 

Instruments and Security Receipts (Amendment) Regulations, 2025 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 13 Extension of Timeline for complying with the certification requirement for the 

key investment team of the manager of the AIF. 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 16 Extension of timelines for implementation of provisions of SEBI circular, 

dated December 17, 2024 on measures to address regulatory arbitrage with 

respect to offshore derivative instruments (ODIs) and FPIs with segregated 

portfolios vis-a-vis FPIs 

 

 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 19 Norms for Internal Audit Mechanisms and Composition of the Audit 

Committee of Market infrastructure Institutions 

 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 19 Securities Contracts Regulation Amendment Rules, 2025 

 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 23 Securities and Exchange Board of India (Alternative Investment Funds) 

Regulations, 2025 

 

Securities 

Exchange 

Board of 

India 

May 7 Companies (Indian Accounting Standards) Amendment Rules, 2025 Ministry of 

Corporate 

Affairs 

May 19 Companies (Accounts) Amendment Rules 2025 Ministry of 

Corporate 

Affairs 

May 30 Companies (Cost Records and Audit) Amendment Rules 2025 Ministry of 

Corporate 

Affairs 

May 30 Companies (Accounts) 2nd Amendment Rules 2025 Ministry of 

Corporate 
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Affairs 

May 8 Reserve Bank of India (Digital Lending) Directions, 2025 Reserve 

Bank of 

India 

May 8 Investments by Foreign Portfolio Investors in Corporate Debt Securities 

through the General Route – Relaxations 

Reserve 

Bank of 

India 

May 19 Revised Directions on Investment by Regulated Entities in Alternate 

Investment Funds – Draft for Comments 

 

Reserve 

Bank of 

India 

May 23 Reporting on FIRMS portal – Issuance of Partly Paid Units by Investment 

Vehicles 

Reserve 

Bank of 

India 

May 6 The Competition Commission of India (Determination of Cost of Production) 

Regulations, 2025 

The 

Competition 

Commission 

of India 

 
 

ご案内 
 

弊事務所では、新規取引に関する契約書の作成やレビュー、雇用契約に関するご相談、債権回収に関する

ご相談、日本語での解説、書類の用意、手続き代行など、幅広く承っております。 

例えば、顧問契約においては、お客様のご事情に沿ったサービス内容を検討し、お見積りをご提案しており

ます。その他、顧問契約などの継続的なお取引のない方でも、案件ごとにご依頼いただけます。 

また、事業の進め方や取引方法について、インドの法令に基づいて最善の方法を検討したいというお客様

には、法令調査や関係機関へのヒヤリングなどの法律調査も承っております。 

✓ 株式譲渡手続きをしたい 

✓ 取締役、株主の変更手続きをしたい 

✓ 支店から現地法人に変更したい 

✓ 計画している事業について、外資規制があるか確認したい 

✓ 雇用契約のリーガルチェックをして欲しい 

✓ 契約書を作成して欲しい 

✓ 契約書をレビューして欲しい 

✓ 労働者のストライキへの対応について相談したい 

✓ 従業員を解雇したいが、どのように進めればよいか 

✓ 金銭トラブルを解決したい 

✓ 法務に関する事案は日本の親会社の法務部が管轄するが、現地でのサポートが欲しい、etc.… 

といった方、個々の案件ごとにお見積りを差し上げております。突発的に生じる、契約書作成やレビュー、

就業規則をはじめとする社内規定類の見直しなど、お気軽にお問合せください。 

 

編集後記 
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インドは紅茶の産地ということもあり、美味しい

紅茶がたくさんあるなと思います。 

写真はダージリンです。ダージリンの特徴である

芳醇なマスカットフレーバーが心地よくリラック

スできます。 

 

 

 本稿は、2025年 6月16日現在の情報に基づきます。 
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Address: Unit No. 101, B 36-37, First Floor, IDC, Mehrauli-
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Email: info@tnygroup.biz  
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